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１．業務概要 

１．１ 件 名 

 

Ｌ棟及びエントリー建家の改修等設計業務 

 

１．２ 工事予定場所 〒319-1194 茨城県那珂郡東海村大字村松 4 番地 33 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構  

核燃料サイクル工学研究所構内 

・Ｌ棟 

・地層処分基盤研究施設（エントリー）研究棟 

・       〃          第 1 試験棟及び第 2 試験棟 

 

１．３ 業務の目的 Ｌ棟及びエントリー建家の既存内装設備、内装仕上げ、建築設備等に

ついて、今後の利用計画に則り、解体工事及び改修工事に係る基本設計、

実施設計、解体設計等を行うものである。 

 

１．４ 施設概要 
(1) 施設名称：Ｌ棟 

  ・改修範囲：約 726 ㎡（1 階 非管理区域） 

  ・設計内容：先行解体工事に伴う、解体設計（建築設備共） 

        実験装置移設に伴う内装改修設計（建築設備共） 

        外壁及び屋上防水の改修設計 

(2) 施設名称：エントリー研究棟 

  ・改修範囲：約 425 ㎡（3 階及び 4 階屋上 非管理区域） 

  ・設計内容：レイアウト変更に関わる解体設計（建築設備共） 

レイアウト変更に伴う内装改修設計（建築設備共） 

外壁及び屋上防水の改修設計 

(3) 施設名称：エントリー第 1 試験棟 

  ・改修範囲：約 100 ㎡（非管理区域） 

  ・設計内容：実験装置移設に関わる解体設計（建築設備共） 

実験装置移設に関わる内装改修設計（建築設備共） 

(4) 施設名称：エントリー第 2 試験棟 

  ・改修範囲：約 85 ㎡（非管理区域） 

  ・設計内容：実験装置移設に関わる解体設計（建築設備共） 

実験装置移設に関わる内装改修設計（建築設備共） 

 

１．５ 予定工事期間 先行解体工事：令和 8 年 6 月～10 月頃 

 改修工事  ：令和 9 年度 

 

１．６ 設計項目 (1) Ｌ棟に関わる設計項目 

①実験装置移設に関わる基本設計及び実施設計 

・各実験室利用に関わるレイアウト検討及び内装改修 
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・実験装置等の搬出入に考慮した搬出入口の建具改修 

・実験器具等の重量物に関する支持基礎設計 

②上記改修設計に伴う建築設備の改修設計 

・電気設備、照明設備、放送設備、通信設備及び消防設備の改修 

・既存低圧分電盤（管理区域用）の移設 

・既存キュービクルの改修又は増設に関わる、ケーススタディを含め

た方針検討 

・各実験室の用途に合わせた換気･空調･給排水･ガス設備･電源コンセ

ントの改修 

③令和 8 年に計画している先行工事に係る解体設計 

・フリーアクセスフロア、壁･天井仕上げ(下地共)の解体 

・既存試験機器基礎コンクリートの解体（屋外基礎含む） 

・その他不要工作物の解体 

・既設電気設備及び既設空調設備の解体 

・機械室における不要設備、仕上げ等の解体撤去 

・先行解体工事から改修工事までの期間における点検設備(点検歩廊、

仮設照明)の設置 

・消防設備の仮復旧 

④防水改修設計業務 

・アクリルゴム系塗膜防水による外壁防水改修 

・メンブレン防水による屋上防水改修 

・その他付帯設備に関わる改修 

・上記工事に係る仮設計画 

(2) エントリー研究棟に関わる設計項目 

①3 階の居室利用に関わる改修設計 

・約 40 席程度の居室利用に関わるレイアウト検討 

・基本設計及び実施設計並びに解体設計 

②上記改修設計に伴う建築設備の改修設計 

・3 階既設分電盤の改修 

・照明設備、放送設備、情報通信設備及び消防設備の改修 

・3 階空調設備の撤去、改修 

・4 階屋上の換気設備の撤去 

③防水改修設計業務 

・アクリルゴム系塗膜防水による外壁防水改修 

・メンブレン防水による屋上防水改修 

・その他付帯設備に関わる改修 



 

3 

・上記工事に係る仮設計画 

(3) エントリー第 1 試験棟に関わる設計項目 

①実験装置移設に関わる基本設計及び実施設計 

・既存試験装置の撤去及び解体設計 

・床レベル同一化に係る床改修 

・ファクトリーブースの設置 

②上記改修設計に伴う建築設備の改修設計 

・既設分電盤の利用、既存キュービクルの改修又は増設など、ケース

スタディを含めた方針検討 

・電気設備、照明設備、放送設備、通信設備及び消防設備の改修 

・空調設備、換気設備、給排水設備、ガス設備の改修 

(4) エントリー第 2 試験棟に関わる設計項目 

①実験装置移設に関わる基本設計及び実施設計 

・既存試験装置の撤去及び解体設計 

・床レベル同一化に係る床改修 

・ファクトリーブースの設置 

・上記改修に付随する建築設備設計 

②上記改修設計に伴う建築設備の改修設計 

・既設分電盤の利用、既存キュービクルの改修又は増設など、ケース

スタディを含めた方針検討 

・電気設備、照明設備、放送設備、通信設備及び消防設備の改修 

・空調設備、換気設備、給排水設備、ガス設備の改修 

 

１．７ 設計区分 ・基本設計及び実施設計 

・解体設計 

 

１．８ 個別調査業務  ・工事対象範囲のアスベスト含有が想定される建材の分析調査 

 

１．９ 契約納期 契約日 ～ 令和 8 年 9 月 30 日（水）まで 

 

１．10 検収条件 

 

 「２．８成果物」に示す成果品を、納期までに納品することをもって

検収とする。 

 

１．11 納入場所 

 

核燃料サイクル工学研究所構内 

工務技術管理棟２階 工務技術部 営繕課居室 
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２. 設計業務 

２．１ 設計方針 (1) 業務目的を理解し、目的及び関係法令に準じた機能を確保すること。 

(2) 経済性(イニシャルコスト、ランニングコスト)を考慮すること。 

(3) 施工時（労働災害、既存設備･埋設管の破損等）及び使用時（耐震・

耐火）における安全性に考慮すること。 

(4) 建設地の自然環境を考慮し、周辺環境との調和を図ること。 

(5) 環境負荷の低減に資する資材等の調達を考慮すること。 

(6) 信頼性・安全性に加え、保守･保全性について十分に検討すること。 

(7) 工事金額は、工事目途額の範囲内を原則とし、目途額を超過する恐

れが有る場合は機構担当者と協議を行うこと。 

 

２．２ 適用基準等 業務は、仕様書に定める与条件による他、関係法令、下記の適用基準

に基づき､当機構担当者と十分な協議のもとに実施するものとする。ま

た、図書は原則として設計開始時における最新版を用いるものとする。 

 1)法規制関連 

(1) 都市計画法 

(2) 建築基準法 

(3) 建築物の耐震改修の促進に関する法律 

(4) 電気事業法 

(5) 消防法 

(6) 労働基準法 

(7) 労働安全衛生法 

(8) クレーン等安全規則 

(9) 環境基本法 

(10)大気汚染防止法 

(11)水質汚濁防止法 

(12)土壌汚染対策法 

(13)騒音規制法 

(14)高圧ガス保安法 

(15)国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（ｸﾞﾘｰﾝ購入法） 

(16)エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関

する法律 

(17)建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省ｴﾈ法） 

(18)建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設ﾘｻｲｸﾙ法） 

(19)フロン類の合理化及び管理の適正化に関する法律 
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(20)茨城県条例 

(21)東海村条例 

(22)日本工業規格 

(23)学会等各種基準 

(24)機構各種要領､基準等 

(25)その他関連法令､規格､指針､基準等 

 2)工事・積算基準､材料規格関連 

(1) 官庁施設の総合耐震･対津波計画基準及び同解説（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(2) 官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説（国交省大臣官房官庁営繕部監修

(3) 公共建築改修工事標準仕様書（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(4) 公共建築工事標準仕様書   （国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(5) 公共建築工事標準単価積算基準（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(6) 公共建築数量積算基準･同解説（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(7) 建築工事内訳書標準書式・同解説（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

  (8) 建築工事標準詳細図        （国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

 (9) 建築工事設計図書作成基準及び参考資料（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(10)建築設備工事設計図書作成基準及び参考資料（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(11)建築構造設計基準及び参考資料（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(12)建築鉄骨設計基準及び同解説（公共建築協会） 

(13)建築設計基準及び同解説     （国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(14)電気設備の技術基準の解釈（経済産業省） 

(15)建築設備耐震設計・施工指針（日本建築センター） 

(16)構内舗装・排水設計基準及び同解説（国交省大臣官房官庁営繕部監修） 

(17)日本産業規格（ＪＩＳ） 

(18)関係建築学会基準及び協会基準等 

 

２.３ 打合せ協議 業務を適正かつ円滑に実施するため、必要に応じて下記の時期において

打合せ（対面又は Web 会議等）を実施する。なお、打合せの内容について

は、受注者が議事録を作成しその内容について相互に確認すること。 

(1) 契約締結直後（業務着手前） 

(2) キックオフ会議 

(3) 現場調査時（必要に応じて） 

(4) 基本設計における条件策定時 

(5) 基本設計完了時 

(6) 積算業務着手前（積算業務は、機構の承諾を得た設計図書により行う。） 

(7) 納品時 
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(8) その他必要に応じて 

 

２.４ 業務計画書 

 

(1) 業務計画書 

契約締結後、速やかに当機構担当者と協議のうえ、下記の記載内容を

含む業務計画書を提出すること。 

   ①管理技術者（設計経歴を含む） 

   ②業務実施体制表（連絡体制を含む） 

   ③下請負等の承諾書(協力業者がある場合は、協力者の概要、担当

業務の内容及び技術者を記載) 

また、業務計画書の重要事項を変更する場合は、理由を明確にしたう

え、変更計画書を提出すること。 

(2) 設計業務工程表 

設計業務工程表は、本仕様書に記載した設計項目及び設計内容に基

づき設計の段階を明確にすると共に、その段階に適した打合せ時期、

レビュー時期、機構の審査期間、クリティカルパス等を明確にしたも

のとする。 

 

２．５ 管理技術者 

 

管理技術者は、以下の①、②に適合すること。 

①一級建築士又は構造設計一級建築士若しくは設備設計一級建築士 

②日本原子力研究開発機構若しくは原子力事業者、省庁、独立行政法人、

公団、都道府県、市町村等発注の建家改修の設計業務、又は類似内容の

設計業務経験があること。 

 

２．６ グリーン購入

法の推進 

 

(1)本契約において、グリーン購入法に適用する環境物品が発生する場

合、それを採用することとする。 

(2)本仕様書に定める提出図書に用いる用紙は、グリーン購入法に該当す

るため、その基準を満たしたものであること。 

 

２．７ 機密の保持 受注者は、本設計を実施するために原子力機構より貸与された資料等

全ての情報を機密扱いとし、その保護に努めること。また、資料等を複

写し、本契約以外の目的に使用することを禁止する。  

第三者に当該情報を提供する場合は、原子力機構の同意を得ること。 

 

２．８ 成果物 

 

(1) 本業務における一般提出図書および成果物は、次表による。 

(2) 令和 8 年度 6 月頃から予定している先行解体工事の実施に伴い、Ｌ

棟における解体工事に係る設計図書を令和8年2月末までには提出
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すること。 

(3) 設計関係者は、当機構の了解を得ずに設計内容を第三者に開示して

はならない。 

(4) 提出図書の版権は、当機構が保有する。 

 

① 一般提出図書一覧表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注意事項) 

1.審査検討用図書は、適宜提出すること。 

2.設計図（原図）は、工事件名を記入した図面ケースに入れて押印された原図を

提出すること。 

3.データ納品については、原則として国土交通省が定める「電子納品運用ガイド

ライン案」に基づき提出するものとするが、詳細については機構担当者と協議

によるものとする。 

4.図書は、設計図を除きＡ４サイズ又はＡ系列サイズとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  書  名 部 数 摘   要 

設 計 契 約 書 必要部数 契約後速やかに 

着 手 届 1 同   上 

業務計画書（設計業務工程表を含む） 1 同   上 

委任又は下請負等の承認について 1 その都度（下請負等がある場合） 

請 求 書 1 設計検収時 

納 品 書 1 同   上 

完 了 届 1 同   上 

議 事 録 1 その都度 

そ の 他 必要部数 同   上 
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② 提出成果図書一覧表 

(1)共通図書 

(注意事項) 

※1 寸法は規定しないものとする。  

※2 機構担当者の指示による。  

・審査検討用図書は適宜提出すること。 

図 書 名 
検収時におけ

る確認の要否 
寸法 

提出

部数 
備 考 

(1) 設計報告書 ○ A4 1  

(2) 基本設計検討書 ○ A4 1 必要に応じて検討図含む 

(3) 解体設計検討書 ○ A4 1 必要に応じて検討図含む 

(4) 実施設計検討書 ○ A4 1 必要に応じて検討図含む 

(5) 現地調査報告書 ○ ※1 1 キープラン含む 

(6) アスベスト分析調査報告書 ○ ※1 2  

(7) 工事仕様書（先行解体工事編） ○ A4 1 令和 8年 2月 27 日提出締切 

(8) 工事仕様書（改修工事編） ○ A4 ―  

(9) 工事計画工程表 

（先行解体工事編） ○ A3 1 令和 8年 2月 27 日提出締切 

(10)工事計画工程表 

（改修工事編） ○ A3 ―  

(11)工事費概算書 ○ A4 ―  

(12)工事金入り内訳書 

（先行解体工事編） ○ A4 ― 令和 8年 2月 27 日提出締切 

(13)工事金入り内訳書 

（改修工事編） ○ A4 ―  

(14)単価内訳書（先行解体工事編） ― A4 ― 令和 8年 2月 27 日提出締切 

(15)単価内訳書（改修工事編） ― A4 ―  

(16)工事数量計算書 

（先行解体工事編） ― A4 ― 令和 8年 2月 27 日提出締切 

(17)工事数量計算書 

（改修工事編） ― A4 ―  

(18)特定品目見積書 ― A4 ― 比較表を含む 

(19)法規制要求事項ﾁｪｯｸﾘｽﾄ ― A4 ―  

(20)工事取合い区分表 ― ※1 ― 工事仕様書に添付 

(21)完成図書 

（(1)～(20)を取纏めた図書） ○ ※1 1 紙及び電子データ 3 式 

(22)設計図及び工事仕様書 

  の簡易製本 ― A4 2 A3 版 2 ツ折り 

(23)その他 ○ ※1 ※2  
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(2) 共通図面及び建築図面（審査検討用図書は適宜提出のこと。） 

（改修計画の内容により要否の変更あり。必要に応じて改修前と改修後の図面を作成すること。） 

図 書 名 寸法 提出部数 備 考 

先
行
解
体
工
事 

(1) 工事概要表 A3 1 設計図に記載 

(2) 案内図・配置図 A3 1  

(3) 仕上表 A3 1  

(4) 平面図 A3 1 工事対象階毎 

(5) 断面図 A3 1 各建家 2断面程度 

(6) 矩計図 A3 1  

(7) 展開図 A3 1 Ｌ棟のみを想定 

(8) 伏図（天井他） A3 1 Ｌ棟のみを想定 

(9) 平面詳細図 A3 1 Ｌ棟のみを想定（各室毎） 

(10)機械基礎伏図 A3 1 Ｌ棟のみを想定 

(11)機械基礎断面図 A3 1 Ｌ棟のみを想定 

(12)建具表 A3 1 Ｌ棟のみを想定（撤去対象建具） 

(13)部分詳細図 A3 1 必要に応じて 

(14)工事仮設計画図 A3 1 必要に応じて 

(15)点検通路仮設図 A3 1 Ｌ棟のみ 

改
修
工
事 

(16)構造計算書 A4 1 各部材検討を含む 

(17)工事概要表 A3 1 設計図に記載 

(18)案内図・配置図 A3 1  

(19)面積表､求積図 A3 1  

(20)法規制チェック図 A3 1 必要に応じて（排煙等に記載） 

(21)仕上表 A3 1  

(22)平面図 A3 1 工事対象階毎 

(23)立面図 A3 1 外壁防水対象建家のみ 

(24)断面図 A3 1 各建家 2断面程度 

(25)矩計図 A3 1  

(26)展開図 A3 1  

(27)伏図（天井他） A3 1  

(28)平面詳細図 A3 1  

(29)機械基礎伏図 A3 1 Ｌ棟のみを想定 

(30)機械基礎断面図 A3 1 Ｌ棟のみを想定 

(31)建具表 A3 1  
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※先行解体工事は、Ｌ棟が対象と想定 

 

(3) 建築設備［電気・機械］（審査検討用図書は適宜提出のこと。） 

  改修計画の内容により必要となった建築設備［電気・機械］を対象とする。 

(注意事項) 

※1 寸法は規定しないものとする。 

※2 機構担当者の指示による。 

 

２．９ 納品検査  

 

(1) 納品時の検査は、原則として業務関係者の立会いのうえ、設計

成果物及び業務管理状況の検査を行うものとする。 

(2) 検査の結果、修正の必要が認められる場合は、協議のうえ別途

期限を定め実施するものとする。 

 

２．10 業務概要 本設計業務概要及び業務プロセスは、下記による。詳細については、

添付資料及び機構担当者等との協議により進めていくこと。  

(1) 計画準備（業務計画書及び業務工程表の策定） 

(2) 現地調査 

(3) 改修に関わる基本設計（レイアウト検討他） 

図 書 名 寸法 提出部数 備 考 

改
修
工
事 

(32)部分詳細図 A3 1 補強部詳細を含む 

(33)構造図 A3 1 必要に応じて 

(34)外構工事設計図 A3 1 屋外給排水配管工事を対象 

(35)外構工事詳細図 A3 1 必要に応じて 

(36)仮設計画図 A3 1  

図 書 名 寸法 提出部数 備 考 

(1) 平面図（撤去・新設） A3 1 各部材検討を含む 

(2) 凡例・機器表・断面図、詳細図 A3 1  

(3) 熱負荷計算書、換気風量計算

書、給水量計算書、機器選定書 
A4 1  

(4) 単線結線図 A3 1  

(5) 電気設備図 A3 1  

(6) ケーブルルート図 A3 1  

(7) 電源容量計算書 A4 1  

(8) その他 ※1 ※2  
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(4) 基本設計報告及びレビュー 

(5) 改修工事範囲に関わるアスベスト分析調査 

(6) 先行解体工事に係る設計図書の作成 

(7) 改修工事に係る設計図書の作成 

(8) 工事費積算（数量計算書､単価内訳書他） 

(9) 建築確認申請図書作成及び申請手続き 

(10)業務報告及びレビュー 

 

２．11 貸与資料 業務に関係する下記の図書について貸与する。厳重な管理のもと取

り扱いに注意し、成果物の納品時に併せて返却又は破棄すること。 

・改修予定建家に関わる図面及び記録等 

・概算検討業務資料一式（令和 6 年度実施） 

・その他必要な図書 

 

 

３.成果物の作成要領 

３．１ 工事仕様書 工事仕様書は、機構が定める「工事仕様書」標準版により作成する。

詳細については、機構担当者との協議による。また、仕様書に特定の製

品名、製造所名等を記載する場合は、「同等品」又は「相当品」と記載

すると共に、複数社の製品名等を記載すること。 

 

３．２ 設計図 (1) 設計図は、設計与条件及び適用基準等に基づき正確かつ明瞭に作成

すること。 

(2) 図面サイズは、原則として A3 版とし、図面の構成、製図基準(文字・

尺度・表示記号・略号・記入事項等)は､「建築工事設計図書作成基

準及び同解説」に準ずること。 

 

３．３ 設計計算書 (1) 構造計算書は､日本建築学会各種構造計算基準に準ずるものとし､

図書は､Ａ４又はＡ３判（２つ折）とすること。 

(2) 数量計算書は､「建築数量積算基準・同解説」による。なお､数量計

算過程における計算式と積算箇所は、積算根拠図等により関連を明

確にすること。 

３．４ 工事内訳書 工事内訳書は､「公共建築工事内訳書標準書式・同解説」による。詳

細については、機構担当者との協議によること。 
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３．５ 単価内訳書 

 

(1) 単価は、材料及び機器の単価、労務単価、機械経費、運搬費、下請

経費等を複合して算出した複合単価及び市場単価とすること。 

(2) 単価は、算出根拠を明確にすること。詳細については、機構担当者

との協議によること。 

① 材料及び労務歩掛り 

単価に用いる材料及び労務歩掛りは、｢公共建築工事積算基準｣及

び｢公共建築工事積算基準の解説｣によるものとし、必要に応じて

｢建設工事標準歩掛(建設物価調査会)｣、｢標準工事歩掛要覧(経済調

査会)｣を用いること。 

② 材料及び機器の単価 

材料価格及び機器価格は、算定時の最新の現場渡し価格とし、刊

行物の掲載価格、製造業者の見積価格等を参考に数量、施工条件等

を考慮して定めること。 

③ 労務単価 

労務単価は､｢公共工事設計労務単価｣とすること。 

④ 機械経費及び運搬費  

機械経費及び運搬費は、｢請負工事機械経費積算要領(建設省機発

第４４号)｣による。ただし、これにより難い場合は、物価資料の掲

載価格及び専門業者の見積価格（3 社以上）とすること。 

 

３．６ 適用法規 

検討書 

法規制要求事項チェックリスト(諸官庁申請事項一覧表)建家の改修

工事に伴い適用される全ての法令、条例及び設計協議での行政指導を含

めた諸官庁申請事項一覧表の作成は不要であるが、建築基準法、消防法

の規定に関する事項については、法規制に係るチェック図面及び法規制

要求事項チェックリストを作成すること。 

 

３．７ 関係官庁 

提出資料 

(1) 本設計業務に伴い建築確認申請、消防申請等の関係官庁への手続き

が発生した場合、申請図書の作成及び申請手続き等は、機構が行う

ものとするが、受注者は助勢すること。 

(2) 各種申請に伴う関係官庁からの修正対応等については、機構担当者

と対応区分の取決めを行い、受注者は助勢すること。 

(3)機構内諸手続きについては、必要に応じて助勢すること。 

３．８ 工事計画 

工程表 

(1) 工事計画工程表は、原子力施設防護フェンス内の作業であるため、

必要となる入域申請、手続き等を適切に見込んだうえで､クリティカ

ルパスを明確にした計画工程表を作成すること。 
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(2) 仮設工事等での賃料算定にあたって、使用期間の想定は工事計画工

程表で明確にすること。 

(3) 建築確認申請等に伴い発生する官庁諸手続きに必要な期間を考慮

した工事計画工程表とすること。 

 

３．９ レビュー (1) レビューは、予め計画した設計段階において適切に実施すること。 

(2) 設計段階は、設計業務工程表等に記載し、変更があれば改訂管理を

行うこと。 

 

３．10 設計検証 (1) 設計の検証は、本仕様書、設計過程で機構が提示する資料、現場調

査、設計会議、官庁協議、機構からの指示事項等からの要求事項の

全てに対して行うこと。 

(2) 設計検証は、インプットとアウトプットを対比できる様式を用いて

管理技術者が行い、設計の進捗の都度記録し、重要な事項は機構に

適時報告すること。 

 

 

４.特記事項 

４．１ 設計範囲  本改修等設計業務における業務範囲は、昨年度実施した概算検討業務

報告書及び補足説明資料を踏まえ、各種関係法令に準拠して、改修設計

を実施すること。 

 詳細は､「１.６設計項目」及び「２．８成果物」を参照すること。ま

た、設計にあたっては、必要となる敷地及び埋設物等の調査を行い､合

理的な設計とすること。 

 

４．２ 改修設計の 

方針 

貸与資料及び各種補足説明資料等に記載の要求事項を整理し、経済

性、施工性、使用性に配慮した設計とすること。また、現地調査後、基

本設計完了後、実施設計完了後等の方針が確定した段階で、レビューを

実施し、打合せ報告会等により機構担当者の確認を得ること。不明点が

生じた場合は、協議を行うこと。 

 

４．３ 解体設計の 

方針 

基本設計により確定した改修範囲の一部については、先行解体工事の

発注を控えていることから速やかに設計図書の作成に取り掛かること。 

先行解体工事の対象になる範囲については、Ｌ棟を想定しているが、

以下の要件に該当する場合は、先行解体工事の対象とする。 

・仕上げ材等により隠蔽されていることで、配管、配線等の埋設状況等
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が容易に確認できず改修工事に支障を与える可能性がある範囲 

・先行解体工事にて実施した方が合理的な範囲 

・先行解体工事にて実施した方が調整設計において有効な範囲 

解体工事竣工から改修工事着手までの期間において、建家内の点検等

が安全に実施できるよう、点検歩廊、照明、火災報知器の仮復旧等の

仮設設備を設けること。 

先行解体工事は令和 8 年 6 月頃に計画していることから、先行解体工

事に係る設計図書は、令和 8 年 2 月までには社内審査を終え提出するこ

と。 

 

４．４ 工事費の算出

について 

改修工事及び更新工事等の工事費の算出や取りまとめ方等は、積上げ

によるため機構担当者と十分に協議すること。 

 

４．５ 現地調査 (1)各建家共通事項 

現地調査は、改修工事の際に支障となる設備機器、埋設物、配線、配

管、構造物等の有無および実施設計に必要となる寸法計測と目視調査か

ら、既存建家機能を維持できることを確認したうえで、実施設計（設計

図）に反映させること。なお、数量計算を行うために必要があれば、軽

微な計測を実施し、改修設計に反映すること。 

また、解体工事及び改修工事の対象範囲において、アスベスト含有建

材が使用されていることから、工事対象範囲であり、アスベストの含有

が想定される建材についてはサンプル採取及び分析調査を実施し、報告

書を提出すること。 

構内への入構あたり、事前申請が必要となるため必要事項を記載した

申請書を提出し申請すること。事前申請の詳細は、機構担当者と打合せ

を行うこと。 

(2)Ｌ棟 

Ｌ棟の設計範囲は、実験室として使用されていたことから、不要な実

験装置基礎及び装置の配管及び配線が残置されている。本設計で撤去又

は残置すべき配管及び配線を把握するため、天井においては全ての天井

点検口から、床（フリーアクセスフロア）については、フロアパネル（1

㎡程度）を 40 か所程度（20 ㎡/1 箇所）剥がして既存配管及び配線状況

を確認し、解体設計及び改修設計に反映させること。 

Ｌ棟改修工事範囲への電源供給は、建家に隣接している既存キュービ

クル容量を改修又は増設する方向で検討している。既存キュービクル、
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ケーブル及び負荷設備の状況について現場調査を行うこと。 

(3)エントリー研究棟 3 階及び 4 階屋上 

エントリー研究棟 3 階の設計範囲において撤去又は残置すべき機器、

配管及び配線を把握するため、天井においては全ての天井点検口から、

床（フリーアクセスフロア）については、フロアパネル（1 ㎡程度）を

20 か所程度（15 ㎡/1 箇所）剥がして既存配管及び配線状況を確認し、

改修設計に反映させること。また、4 階屋上の設計範囲には、使用して

いる排風機と撤去する排風機が混在して設置されていることから、系統

をよく確認して設計に反映させること。 

エントリー研究棟における改修工事範囲への電源供給は、エントリー

研究棟 3 階の既設分電盤を改修する方向で検討している。既設分電盤と

負荷設備の状況について現場調査を行うこと。 

(4)エントリー第 1・2 試験棟 

エントリー第 1・2 試験棟への電源供給は、既設分電盤の利用や既

存キュービクルを改修又は増設などの各案の検討を踏まえて、既設分

電盤、既存キュービクル、ケーブル及び負荷設備の状況について現場

調査を行うこと。 

 

４.６ ケーススタデ

ィについて 

各建家に関する既存キュービクル等の改修又は増設の2案に対するケ

ーススタディは、各室で使用する電気容量や既存接続状況等の各種条件

を整理し、以下の項目を勘案したうえで評価すること。 

・工期   ・工事費  ・耐用年数  ・他施設、設備への影響 

・保守性  ・施工性  ・その他   ・総合評価 

ケーススタディの結果については、基本設計完了時の打合せ時に機構

関係者へ報告を行うこと。また、実施設計については、ケーススタディ

結果を踏まえた機構担当者が指定する 1 案を対象として行うこと。 

 

４．７ 建家改修設計 現地調査結果を踏まえ、目標性能を確保するために必要となる改修計

画を関係法令に基づき行うものとする。改修に伴い壁等を設ける場合

は、建家(室)内外の作業動線を十分検討すること。 

重量を有する実験装置基礎の解析に用いる計算機プログラムについ

ては、官庁診断基準等において十分な実績を有するプログラムにする

こと。 

改修工事等に使用する材料については、原則として既設と調和してお
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り、市場性が高く、経済性、耐久性に優れる材料を選定すること。特

殊工法、特殊材料を使用する場合は、事前に機構担当者の確認を受け

ること。 

庇等の水平突出物を設ける場合は、地震時の上下動の安全性を検討し

落下の恐れのある箇所については補強を行うこと。 

 

４．８ 疑義及び軽微

な変更 

①本仕様書に疑義のある時は、速やかに機構担当者と協議し、その決定

に従うこと。決定事項は議事録等にて記録し、相互に確認すること。

また確定した事項は提出図書に反映すること。 

②本仕様書に明記の無い事項でも、設計上、当然必要と認められる軽微

な変更については、協議の上、受注者の負担により誠実に実施するこ

と。 

以 上  

 

 

 

添付資料リスト 

添付資料‐1「請負工事及び設計･製作における情報管理要領」 

添付資料‐2「補足説明資料（L 棟、エントリー試験棟）」 

添付資料‐3「補足説明資料（エントリー3 階）」 

 

 

 



 

 

添付資料‐1 
 

「請負工事及び設計・製作における情報管理要領」 

 

1.目的 

  本書は日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という。）と請負者とが契約した「Ｌ

棟及びエントリー建家の改修等設計業務」の業務に係る原子力機構の情報の取扱いについて定め、

適正な情報管理を行うことにより原子力機構の技術、情報に係る秘密保持に資することを目的と

する。 

 

2.適用範囲 

本書における情報管理の対象は、「Ｌ棟及びエントリー建家の改修等設計業務」の契約に基づく

業務において、受注者が原子力機構より貸与又は供与された情報及び本契約により受注者が作成

する原子力機構の機微情報を含む図書、資料とし、文書作成ソフト、図面作成ソフト等により作

成された電子情報を含むものとする。 

 

3.管理責任者の選定 

  本契約に基づく情報を厳格に管理するため、受注者において管理責任者を選定する。 

 

4.情報の登録・保管・取扱い 

  (1)情報管理の手順 

   受注者は、情報の受領、登録、保管及び返却並びに緊急時の対応を確実に行うために情報

管理に関する手順書を策定する。 

 (2)保管について 

   受注者は、情報の保管にあたり、以下の対応を行う。 

  ① 情報について、管理台帳を作成し、保管場所を定める。 

  ② 特に、機密情報については、識別表示を行い、施錠された保管庫に保管する。 

  ③ パソコン、サーバー本体及び外部接続の記録媒体について、アクセス者の認証、暗号化

等、情報漏えいのセキュリティ対策を講じる。 

  ④ 定期的に情報の管理状況を点検し、異常のないことを確認する。 

(3)アクセス者の限定及び登録について 

    受注者において、管理すべき情報へのアクセス可能な作業者は必要最小限とし、予め登録

された者に限定する。 

(4)共用、閲覧、複写の限定について 

   受注者における情報の共用、閲覧は、原則として所定の手続きにより許可された場所に限

定し、書類、電子情報を含め当該場所以外への持ち出しは原則として禁止する。 

   また、情報の複写についても原則禁止とし、必要がある場合は、予め原子力機構の同意を

得るものとする。 

 (5)本契約に基づき作成された二次資料、成果物の取扱いについて 

      本契約に基づき作成された原子力機構の機微情報を含む二次資料、成果物の取扱いは本要

領と同等に扱う。 

(6)原子力機構より開示された情報の回収及び返却について 

   工事等、受注した業務の完了に伴い、契約に基づき原子力機構より開示された情報につい

ては、受注者は、原則として、速やかに返却するか、あるいは判読不可能な状態に処理する。 

なお、納入後においても、保守、補修等の目的により継続して情報を保有する場合は、保

有対象及び管理方法について原子力機構と協議することとする。 

(7)情報に関するトラブルの通報及び拡大防止 

    受注者において情報の紛失、盗難、漏えい等があった場合は、速やかに原子力機構に通報

するとともに必要に応じて所管の機関にその旨を通報し、事象の拡大を防止する。 



 

 

添付資料‐1 
 

5.契約関係にある会社の管理 

  受注者は、下請け等、契約関係にある会社全てに対し、本要領に定めると同等の管理を指示

するとともに、その管理状況を確認し必要に応じ改善等の措置を行う。 

 

6.目的外の開示等の禁止 

  受注者は、受注工事遂行以外の目的で、情報を使用し、あるいは第三者に開示しない。なお、

情報の開示の必要がある場合は予め原子力機構の同意を得るものとする。 

 

7.成果、情報等の公開 

  本契約に関連する成果、情報等を受注者が公表し、又は他に利用する場合は、予め原子力機

構の同意を得るものとする。 

 

8.関係者への周知 

  受注者は、情報管理に関する主旨及び要領について、関係者に周知し、徹底を図る。 

 

9.管理状況の確認 

  受注者は、必要に応じ社内及び関係各社の管理状況を原子力機構に報告するものとする。 

 

10.協議 

その他、情報管理取扱いに関する事項について疑義等が生じた場合は、受注者は、原子力機

構と協議するものとする。 

 

以 上 

 

 



変更計画案【参考２-３ 全体配置】 L棟⾮管理区域

間仕切り壁

エントリー第1試験棟

2m

岩⽯鉱物試験室

5 
m
（
内
⼨
）

16.8 m
（内⼨）

8.4m×5 mを2
部屋でも可

FT
装置

FT
作業台

ルミノ
スコープ
装置

作業台

デジタル
マイクロ
スコープ

LIBS 顕微鏡 マイクロ
ミル

粒度分析
装置

粒度分析
作業台 電気炉 乾燥機

流し 遠⼼機 恒温槽

架台背⾯側⾯
スペース, 
各60cm

8.4 m
（内⼨）

架
台
前
⾯
ス
ペ
ー
ス

, 
各

1
0

0
cm

1.8m

0.9m

岩⽯試料前処理

2m

エントリー第2試験棟

岩⽯切断機類⼀式

岩⽯試料前処理室

ドラフト
流し

薄⽚作製処理

4

＊化学分析⽤クリーンルーム及び分析装置⽤
セミクリーンルームへの1次供給設備は設計
対象とし、室内設備の設計は対象外
＊機器レイアウトは床構造に影響を与えるも
のを代表として記載

6ｍ

300kV-AMS

超⼩型
AMS

EA-AGE3

EA-IRMS

ガラスライン

天秤, 作業台

ガスバーナー

希
ガ
ス
マ
ス

約
1
.
5
t

H
e-M

S

LA

MC-
ICPMS

TIMS

Q-MS

Q-MS

ESR
約1.5 
t

電気炉

クリーン
ルーム前室

各機器室内⽤チラー置き場・ストックヤード

No.6 AMS技
術開発試験室

No.5 AMS測定室

オペレーション
ルーム

No.2 化学分析⽤
クリーンルーム
class 1000

約1.5 t

約1.5 t

約2 t

⼤型電磁⽯
約6.5 t 及び約5.5 t

0.1〜0.2 t

0.1〜0.2 t

クレーン⾼さ 3m

⼤型装置⽤搬出⼝（扉）
チラー

通路 通路 通路

X
G
T

0
.
5
t

X
R
F

0
.
6
t

現状で段差
がある
スペース

ストレージタンク,  チラー
エアコン室外機

エアシャ
ワー

LA

OES X
R
D

1
t

希
ガ
ス
マ
ス

約
1
.
5
t

E
P
M
A

1
.
5
t

X線・電⼦線分析室

ミーティング
ルーム

磁
場
⽅
向

No.1 希ガス
質量分析室

⼤型装置⽤搬出⼝（扉）

階
段

クレーン⾼さ 3m

耐震壁

蒸
着
装
置
・

ビ
ー
ド
サ
ン

プ
ラ
ー
等

チラー x3

No.3 分析装置⽤セミ
クリーンルーム
class 100000

⼤型装置⽤搬出⼝（扉）

10ｍ

⽞関
ホール

No.7 AMS
試料前処理室

屋外

kawamata kohei
テキストボックス
添付資料-２



10ｍ

L棟⾮管理区域

⽞関
ホー
ル

【参考２-４ 給排水関係】

エントリー第1試験棟

2m

岩⽯鉱物試験室

流し
（給⽔・排⽔）

2m

エントリー第2試験棟
岩⽯試料前処理室

流し
（給⽔・排⽔） ⽔濁法有害物質使⽤あり

（フッ酸、硝酸）

6ｍ

AMS試料前処理室

AMS技術開発試験室

AMS測定室

オペレーション
ルーム

化学分析⽤ク
リーンルーム
class 1000

エア
シャ
ワー X線・電⼦線分析室

希ガス質量
分析室

階
段

＊各室に除湿機⽤の排⽔⼝設置（各部屋2カ所）
＊通路の除湿も必要になる可能性あり
＊天井裏の除湿・換気も必要 流し

（給⽔・排⽔）

流し
（給⽔・排⽔）

クリーン
ルーム前室

ミーティング
ルーム 流し

（給⽔・排⽔）

流し
（給⽔・排⽔）

チラー

冷却⽔
配管

流し
（給⽔・排⽔）

流し
（給⽔・排⽔）

流し
（給⽔・排⽔）

冷却⽔
配管

チラー

（装置3台）

（3台）
（1台）

（装置1台）

チラー （1台）

⽔濁法有害物質使⽤あり（硝
酸）

⽔濁法有害物質使⽤あり
（フッ酸、硝酸）

流し
（給⽔・排⽔）

流し
（給⽔・排⽔）

5

No.3 分析装置⽤セミ
クリーンルーム
class 100000

kawamata kohei
テキストボックス
添付資料-２



L棟⾮管理区域【参考２-５ 給排気関係】

エントリー第1試験棟

2m

岩⽯鉱物試験室

＊給気・排気⽤換気扇
＊ロスナイ

＊給気・排気⽤換気扇
＊ロスナイ

過塩素酸作業⽤局所排気装置, 
湿式スクラバー
（排気ダクト, 屋外排⾵機） 2m

エントリー第2試験棟
岩⽯試料前処理室

⽔濁法有害物質使⽤あり
（フッ酸、硝酸）

10ｍ

⽞関
ホー
ル

6ｍ

エア
シャ
ワー 階

段

クリーン
ルーム前室

局所排気装置, 乾式スクラバー
（排気ダクト, 屋外排⾵機）

有機溶剤使⽤
（アセトン, 
ヘキサン, 
⽯油ベンジン）＊各室に換気⽤のロスナイ換気

給気・排気ダクト設置

有機溶剤使⽤
（アセトン）

局所排気装置, 乾式スクラバー
（排気ダクト, 屋外排⾵機）

＊給気・排気⽤換気扇

＊給気・排気⽤換気扇

＊給気・排気⽤換気扇

＊給気・
排気⽤換気扇

＊給気・
排気⽤換気扇

装置⽤ダクト5系統

過塩素酸作業⽤局所排気装置, 
湿式スクラバー
（排気ダクト, 屋外排⾵機）

⽔濁法有害物質使⽤あり
（フッ酸、硝酸）

特定化学物質
第1類使⽤
（ベリリウム）

6

AMS試料前処理室

AMS技術開発試験室

AMS測定室

オペレーション
ルーム

化学分析⽤ク
リーンルーム
class 1000

X線・電⼦線分析室

希ガス質量
分析室

ミーティング
ルームNo.3 分析装置⽤セミ

クリーンルーム
class 100000

kawamata kohei
テキストボックス
添付資料-２



10ｍ

L棟⾮管理区域【参考２-６ 空調関係】

エントリー第1試験棟

2m

岩⽯鉱物試験室

室温：
22〜24℃（±1℃）

2m

エントリー第2試験棟
岩⽯試料前処理室

室温：
22〜24℃（±1℃）

6ｍ

エア
シャ
ワー

⽞関
ホール 階

段

クリーン
ルーム前室

室温：
22〜24℃（±1℃）

室温：
20〜22℃（±1℃）

室温：
20〜22℃（±1℃）

居室⽤
エアコン居室⽤

エアコン

室温：
22〜24℃（±1℃）

室温：
22〜24℃（±1℃）室温：

22〜24℃（±1℃）

＊分析装置設置の部屋は±1℃以内（装置メーカー推奨）を維持, 装置排熱量は要検討
＊各室、除湿機能・⾵量・⾵向調節付き空調及びロスナイ設置
＊エアコン設置位置は装置の直上を避ける（エアコンの修理・交換作業が困難になるため）
＊壁断熱、調湿材、結露を防ぐための天井裏の除湿・換気
＊通路にもエアコンが必要になる可能性あり

室温：
22〜24℃（±1℃）
クリーンルーム⽤

室温：
22〜24℃（±1℃）
クリーンルーム⽤

7

AMS試料前処理室

AMS技術開発試験室

AMS測定室

オペレーション
ルーム

化学分析⽤ク
リーンルーム
class 1000

X線・電⼦線分析室

希ガス質量
分析室

ミーティング
ルームNo.3 分析装置⽤セミ

クリーンルーム
class 100000

kawamata kohei
テキストボックス
添付資料-２



10ｍ

L棟⾮管理区域

エントリー第1試験棟

2m

岩⽯鉱物試験室

2m

エントリー第2試験棟
岩⽯試料前処理室

【参考２-７ 高圧ガス等関係】

（CO2, CO, N2, SO2, 1.5m3, 各1本1系統）
（Ar; N2, 7m3, 各1本1系統）

6ｍ

エア
シャ
ワー

⽞関
ホー
ル

階
段

クリーン
ルーム前室

（O2, He, Ar; N2, 7m3, 各2
本）

⾼圧ガスボンベ庫

室内配管
減圧弁
閉⽌弁等

室内配管
減圧弁
閉⽌弁等

室内配管
減圧弁
閉⽌弁等

室内配管
減圧弁
閉⽌弁等

室内配管
減圧弁
閉⽌弁等

⾼圧ガスボンベ庫
（O2, He, 7m3, 各3本3系統）

（H2, 低圧・吸蔵合⾦, ６本）

ガスバーナー⽤プロパンガス
液体窒素容器（〜100L）

⾼圧ガスボンベ庫（液化Ar 127m3, 2
基）
（O2, N2,  1.5m3, 各1本）
（He, N2, 7m3, 各2本）

（N2, 7m3, 6本1系統, 3本×2を切替）
（PRガス, 1.5m3, 1本1系統）
（PRガス, 7m3, 1本1系統）

8

AMS試料前処理室

AMS技術開発試験室

AMS測定室

オペレーション
ルーム

化学分析⽤ク
リーンルーム
class 1000

X線・電⼦線
分析室

希ガス質量
分析室

ミーティング
ルームNo.3 分析装置⽤

セミクリーンルーム
class 100000

kawamata kohei
テキストボックス
添付資料-２



L棟⾮管理区域【参考２-８ 電力関係】

10ｍ

6ｍ

エア
シャ
ワー

⽞関
ホール 階

段

クリーン
ルーム前室

＊他にエアコン、電灯⽤電源が必要

1Φ200/100V 200A
3Φ200V 200A

1Φ200/100V 
100A

1Φ200/100V 200A
3Φ200V 200A

1Φ200/100V 200A
3Φ200V 200A

1Φ200/100V 
20A

1Φ200/100V 100A
3Φ200V 100A

1Φ200/100V 200A
3Φ200V 150A

1Φ200/100V 150A
3Φ200V 200A

1Φ200/100V 200A
3Φ200V 200A

2m

エントリー第2試験棟
岩⽯試料前処理室

1Φ200/100V 150A
3Φ200V 200A

エントリー第1試験棟

2m

岩⽯鉱物試験室

1Φ200/100V 100A
3Φ200V 100A

9

AMS試料前処理室

AMS技術開発試験室

AMS測定室

オペレーション
ルーム

化学分析⽤ク
リーンルーム
class 1000

X線・電⼦線分析室

希ガス質量
分析室

ミーティング
ルームNo.3 分析装置⽤セミ

クリーンルーム
class 100000

kawamata kohei
テキストボックス
添付資料-２



現状
LANハブ

エントリー研究棟3階居室レイアウト検討案

変更案

解析室としてWS
約10台を設置

パーティションを新規設置
（⾚線、設置位置は要調整）

LANハブを移設

中継ラック
を
新規設置

LANケーブル延⻑

柱1スパン約5.5m

約8.5m

3階各居室へ各階との接続

3階各居室へ各階との接続

1

2

3
既設床置型空調機撤去

既設空調機
リモコン移設

既設天カセ空調機

天カセ型空調機新設
既設空調機
リモコン移設

フリーアクセスフロア
（⻘線内、再利⽤する）

既存パーティションを撤去して
居室として整備（40⼈分）

天井全⾯張替、照明をLED化して配置変更

3EL-1盤

空調機の電源は、同フロアの
既設盤を使⽤

解析室WS10台（15,800W）と
居室OA機器コンセント（30,000W）の
電源は、既設3EL-1盤を改修して使⽤

フリーアクセスフロア
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